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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第166期

第１四半期連結
累計期間

第167期
第１四半期連結
累計期間

第166期

会計期間
自平成24年４月１日
至平成24年６月30日

自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

営業収益（百万円） 13,746 13,577 53,399

経常利益（百万円） 699 645 2,476

四半期（当期）純利益（百万円） 254 380 1,106

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
95 1,064 2,201

純資産額（百万円） 32,390 35,014 34,227

総資産額（百万円） 83,482 87,744 87,277

１株当たり四半期（当期）純利益
金額（円）

3.35 5.00 14.55

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円）

－ － －

自己資本比率（％） 38.0 39.0 38.4

営業活動による
キャッシュ・フロー（百万円）

△487 18 4,831

投資活動による
キャッシュ・フロー（百万円）

△607 △331 △6,517

財務活動による
キャッシュ・フロー（百万円）

△938 △705 △75

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（百万円）

6,519 5,793 6,797

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。　

　

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、経済政策への期待感を背景に、円高の是正や株価の回復等、景

気は緩やかな回復の動きが見られる一方で、海外経済の減速懸念により下押しされるリスクも存在しており、先行

きの不透明な状況が続きました。

このような経済情勢にあって、物流業界では国内輸送に一定の改善が見られたほか、輸出貨物の荷動きも海上輸

送を中心に回復の兆しは見られたものの、在庫量が減少傾向にあり、航空貨物の取扱いが減少するなど本格的な回

復には至っておらず、不動産賃貸業界では都市部における空室率が下げ止まりつつあるものの、賃料相場も小幅な

がら低下傾向となり、厳しい事業環境が続きました。

このような事業環境のもと、当社グループは、当期を初年度とする４ヵ年の中期経営計画「Step Up 2016」を新

たに策定し、事業戦略に沿った営業活動を積極的に展開いたしました。物流事業においては、消費財を中心とした物

流一括受託業務や流通加工業務の拡販のほか、国内外の拠点における新規営業活動に努めてまいりました。また、不

動産事業においては、既存施設の計画的な保守および改良工事を実施し、現有資産の付加価値向上に努めました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の営業収益は、物流事業で船内荷役の取扱量が回復した港湾運送業務や新

規の流通加工業務が寄与した倉庫業務は堅調に推移したものの、航空貨物の取扱いが低調だったほか、不動産事業

においてもテナントの合理化策の影響を受けたことにより、前年同期比１億６千９百万円（1.2％）減の135億７千

７百万円となりました。営業利益は、作業費が増加したことにより、同４千７百万円（6.8％）減の６億４千９百万

円となりました。経常利益は、固定資産除却損等の営業外費用の増加により、同５千３百万円（7.6％）減の６億４

千５百万円となりました。また、四半期純利益については、前期にあった投資有価証券評価損がなくなったことか

ら、同１億２千５百万円（49.4％）増の３億８千万円となりました。

　

当社グループのセグメントの概況は、次のとおりであります。

① 物流事業

倉庫業務は、消費財関連の保管料が増加したほか、販促品の流通加工業務が好調に推移したことにより、営業収益

は前年同期比１千９百万円（0.9％）増の23億４千３百万円となりました。

港湾運送業務は、輸出入荷捌貨物の取扱いは低調に推移しましたが、在来船貨物の船内荷役の取扱いが伸長した

ため、営業収益は前年同期比５千１百万円（3.7％）増の14億２千７百万円となりました。

陸上運送業務は、日用品や飲料の輸配送は増加したものの、引越業務の取扱いが減少したことにより、営業収益は

前年同期並みの69億８千８百万円となりました。

国際輸送業務は、海上の輸入貨物の荷動きは堅調だったものの、航空・海上ともに輸出貨物の取扱いが減少し、営

業収益は前年同期比９千３百万円（9.3％）減の９億１千万円となりました。

この結果、物流事業全体の営業収益は前年同期比２千２百万円（0.2％）減の120億３千６百万円となりました。

営業費用は作業費および横浜・茨木地区の再開発に伴う借庫費が増加したことなどにより、前年同期比１千９百万

円（0.2％）増の117億１千９百万円となりました。以上により、営業利益は前年同期比４千１百万円（11.5％）減

の３億１千６百万円となりました。

② 不動産事業

ビルメンテナンスに関する業務は伸長したものの、一部施設の稼働低下により不動産賃貸収入が減少し、営業収

益は前年同期比１億４千９百万円（8.7％）減の15億７千万円となりました。営業費用は前期に取得した賃借物件

の賃借料が減少し、同１億２千４百万円（12.9％）減の８億４千１百万円となりました。以上により、営業利益は同

２千５百万円（3.4％）減の７億２千９百万円となりました。

（注）消費税等の会計処理は、税抜き方式によっているため、上記営業収益等に消費税等は含まれておりません。以
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下の記載事項においても同様であります。

　

（２）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、固定資産の減価償却による減少があったものの、投資有価証券の時価評

価による増加等により、前連結会計年度末に比べ４億６千７百万円増加し、877億４千４百万円となりました。

　負債については、借入金の約定返済が進んだこと等により、前連結会計年度末に比べ３億２千万円減少し、527億３

千万円となりました。

　また、純資産については、配当金の支払があったものの、四半期純利益の計上およびその他有価証券評価差額金の

増加等により、前連結会計年度末に比べ７億８千７百万円増加し、350億１千４百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末より0.6ポイント増加し、39.0％となりました。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローの増加がありま

したが、投資活動によるキャッシュ・フローおよび財務活動によるキャッシュ・フローの減少により、全体で10億

４百万円の減少となり、現金及び現金同等物の四半期末残高は、57億９千３百万円となりました。

　当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少等があったものの、税金等調整前四半期純利益の計上およ

び減価償却費による資金留保等により１千８百万円の増加（前年同四半期比５億６百万円の増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等があったため、３億３千１百万円の減少

（前年同四半期比２億７千５百万円の増加）となりました。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の約定返済や配当金の支払いがあったため、７億５百万円の減

少（前年同四半期比２億３千２百万円の増加）となりました。　

　　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は株式会社の支配に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げ

る事項）は、次のとおりであります。

① 基本方針の内容

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務および事業の内容ならびに企業価値の

源泉を理解し、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保し、向上させていくことを可能とする

者である必要があると考えております。

当社は、株式の大量買付であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定

するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主の皆様

の全体の意思に基づいて行われるべきものと考えております。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害を

もたらすもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、対象会社の取締役会や株主の皆様が

株式の大量買付の内容等を検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提

供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とする

もの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

そもそも、当社がニーズの多様化に対応した高品質なサービスを提供し、企業価値・株主共同の利益を確保・向

上させていくためには、(ⅰ)物流事業と不動産事業を両輪とするビジネスモデル、(ⅱ)物流事業における効率化ソ

リューションと不動産事業における資産有効活用のノウハウ、(ⅲ)健全な財務体質、(ⅳ)専門性を有する人材の育

成と確保、(ⅴ)取引先との信頼関係、および(ⅵ)創業以来の企業文化等が不可欠であり、物流事業と不動産事業の均

衡がとれた発展が保障されなければなりません。
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これらが当社の株式の大量買付を行う者により中長期的に確保され、向上させられるのでなければ、当社の企業

価値・株主共同の利益は毀損されることになります。また、買収者からの大量買付の提案を受けた際には、上記事項

のほか、当社の有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果その他当社の企業価値を構成する事項等、さ

まざまな事項を適切に把握したうえ、当該買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を判断する必要が

あり、かかる情報が明らかにされないまま大量買付が強行される場合には、当社の企業価値・株主共同の利益が毀

損される可能性があります。

そこで、当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務および

事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、当社は必要かつ相

当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えておりま

す。

　

② 基本方針実現のための取組の具体的な内容の概要

(a) 基本方針の実現に資する特別な取組の概要

当社は、上記基本方針を実現するため、物流事業の収益力向上と成長力強化、不動産事業の安定的利益基盤の維

持拡大により、創業120周年を迎える2016年度に、収益性と成長性で現状より一段高いレベルを達成し、「高い効

率性と特色に富んだ物流企業」となることを目指し、４ヵ年の中期経営計画「Step Up 2016」を2013年度からス

タートさせております。

事業戦略としては、①物流センター一括受託業務の更なる拡大、②物流サービスの付加価値向上、③物流事業と

不動産事業の融合による新たな付加価値の創造、④海外拠点の拡充と既存海外拠点の業域の拡大、⑤不動産事業

の収益性確保、⑥経営基盤の強化を、それぞれ掲げて、これらの実現に取り組んでおります。

また、当社は、当社事業の公共性をも踏まえ、当社事業の持続的成長を実現することを旨としており、その社会

的使命と責任を果たすため、社外取締役および複数の社外監査役による経営の監視機能を充実させることによ

り、コーポレート・ガバナンスの強化をはかっております。

　

(b) 基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組の概要

当社は、平成25年５月21日開催の取締役会および平成25年６月27日開催の当社第166期定時株主総会の決議に

基づき、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の内容を一部変更したうえで、これを更新いた

しました（以下「本更新」といい、変更後の対応策を「本プラン」といいます。）。

本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大量買付を抑止するとともに大量買付が行われ

る際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大量買付に応じるべき

か否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能にする

ことを目的としています。　

本プランは、当社株券等の20％以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求める等、

上記の目的を実現するために必要な手続を定めております。

買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取締役会において本プランを発動しない旨が決定された場合に、当

該決定時以降に限り当社株券等の大量買付を行うことができるものとされています。買収者が本プランに定めら

れた手続に従わない場合や当社株券等の大量買付が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれ

がある場合等で、本プラン所定の発動要件を充たす場合には、当社は、買収者等による権利行使は原則として認め

られないとの行使条件および当社が買収者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取

得条項が付された新株予約権を、その時点の当社を除くすべての株主の皆様に対して新株予約権無償割当ての方

法により割当てます。本プランに従って、新株予約権の無償割当てがなされ、その行使または当社による取得に

伴って買収者以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買収者の有する当社の議決権割合は、最大約

50％まで希釈化される可能性があります。

当社は、本プランに従った新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判断については、取締役会の

恣意的判断を排するため、当社経営陣から独立した社外取締役および社外監査役のみから構成される独立委員会

を設置し、その客観的な判断を経るものとしております。また、当社取締役会は、これに加えて、本プラン所定の場

合には、株主総会を招集し、株主の皆様の意思を確認することがあります。

こうした手続の過程については、適宜株主の皆様に対して情報開示がなされ、その透明性を確保することにし

ております。

EDINET提出書類

澁澤倉庫株式会社(E04286)

四半期報告書

 5/21



　　

③ 具体的取組に対する当社取締役会の判断およびその理由

当社の事業活動方針およびコーポレート・ガバナンスの強化等の各施策は、当社グループの企業価値・株主共同

の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに当社の基本方針に

沿うものです。

また、本プランは、企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって更新されたものであり、当

社の基本方針に沿うものです。特に、本プランは、株主総会において株主の皆様の承認を得たうえで更新されたもの

であること、当社取締役会は一定の場合に、本プランの発動の是非等について株主の皆様の意思を確認するとされ

ていること、本プランの有効期間は約３年と定められたうえ、株主総会の決議によりいつでも廃止できるとされて

いることなどから株主意思を重視していること、独立性を有する社外取締役等のみから構成される独立委員会が設

置されており、本プランの発動に際しては独立委員会の勧告を必ず経ることが必要とされていること、その内容と

して合理的な客観的要件が設定されていることなどにより、その公正性・客観性が担保されており、企業価値ひい

ては株主共同の利益に資するものであって、当社の役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　　　

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。

　

（６）主要な設備　

当社グループの設備投資計画は、サービス品質の向上と市場ニーズの高度化・多様化に対応するため、需要動向

や投資効率等を含め総合的に勘案して策定しています。設備計画は原則として連結会社各社が個別に策定していま

すが、計画策定にあたっては提出会社を中心に調整をはかっています。

なお、当第１四半期連結会計期間末における重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。

会社名
事業所名

所在地
セグメント
の名称

設備の内容
投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の増加
能力

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

当社　

横浜支店

横浜市神奈川区

　
物流事業　 倉庫・荷捌施設 未定 9

自己資金

及び借入金　
平成25.８平成26.７　

５階建　

延床面積　

　約20,000㎡

当社　

大阪支店
大阪府茨木市　 物流事業　 倉庫・荷捌施設 未定 －

自己資金

及び借入金　
平成25.８平成26.４　

４階建　

延床面積　

　約21,650㎡

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．投資予定金額の総額については、建築工事費等が未確定であるため、未定としております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

    普通株式 240,000,000

計 240,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成25年６月30日）

 提出日現在発行数（株）
（平成25年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

   普通株式 76,088,737 76,088,737
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
1,000株

計 76,088,737 76,088,737 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成25年４月１日～

平成25年６月30日　
－ 76,088,737－ 7,847 － 5,660

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　55,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　75,917,000 75,917 －

単元未満株式 普通株式　 　116,737 － －

発行済株式総数 76,088,737 － －

総株主の議決権 － 75,917 －

 

②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

澁澤倉庫株式会社
東京都江東区永代
２－37－25

55,000 － 55,000 0.07

計 － 55,000 － 55,000 0.07

　（注）当第１四半期会計期間末の自己株式数は、56,908株であります。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

澁澤倉庫株式会社(E04286)

四半期報告書

10/21



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,348 5,471

受取手形及び取引先未収金 ※3
 9,558

※3
 9,956

有価証券 3,005 2,005

その他 2,337 2,688

貸倒引当金 △15 △13

流動資産合計 20,235 20,108

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 31,184 30,873

土地 22,566 22,566

その他（純額） 1,386 1,414

有形固定資産合計 55,138 54,855

無形固定資産 802 785

投資その他の資産

投資有価証券 9,450 10,261

その他 1,720 1,746

貸倒引当金 △70 △60

投資その他の資産合計 11,099 11,947

固定資産合計 67,040 67,588

繰延資産 2 47

資産合計 87,277 87,744
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 ※3
 4,239

※3
 4,289

1年内償還予定の社債 7,000 －

短期借入金 5,966 6,034

未払法人税等 192 262

引当金 553 270

その他 2,305 2,376

流動負債合計 20,257 13,233

固定負債

社債 － 7,000

長期借入金 24,913 24,478

長期預り金 5,080 4,944

退職給付引当金 2,169 2,216

その他 628 856

固定負債合計 32,792 39,496

負債合計 53,050 52,730

純資産の部

株主資本

資本金 7,847 7,847

資本剰余金 5,663 5,663

利益剰余金 18,587 18,701

自己株式 △20 △20

株主資本合計 32,077 32,191

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,973 2,503

為替換算調整勘定 △563 △452

その他の包括利益累計額合計 1,409 2,050

少数株主持分 739 772

純資産合計 34,227 35,014

負債純資産合計 87,277 87,744
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

営業収益

倉庫保管料 1,229 1,234

倉庫荷役料 1,093 1,108

荷捌料 2,484 2,443

陸上運送料 6,998 6,987

物流施設賃貸料 212 214

不動産賃貸料 1,692 1,542

その他 35 45

営業収益合計 13,746 13,577

営業原価

作業費 8,907 8,818

賃借料 571 533

人件費 785 786

減価償却費 588 580

その他 1,401 1,422

営業原価合計 12,254 12,141

営業総利益 1,491 1,435

販売費及び一般管理費 795 786

営業利益 696 649

営業外収益

受取利息 6 8

受取配当金 114 126

その他 43 53

営業外収益合計 164 188

営業外費用

支払利息 138 137

その他 23 53

営業外費用合計 161 191

経常利益 699 645

特別損失

投資有価証券評価損 235 －

特別損失合計 235 －

税金等調整前四半期純利益 463 645

法人税等 196 256

少数株主損益調整前四半期純利益 266 389

少数株主利益 11 9

四半期純利益 254 380
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 266 389

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △253 538

為替換算調整勘定 82 136

その他の包括利益合計 △171 674

四半期包括利益 95 1,064

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 70 1,021

少数株主に係る四半期包括利益 24 42
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 463 645

減価償却費 623 607

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △11

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △32 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9 47

受取利息及び受取配当金 △120 △135

支払利息 138 137

投資有価証券売却損益（△は益） － △4

投資有価証券評価損益（△は益） 235 0

固定資産売却損益（△は益） △1 △2

固定資産除却損 1 8

売上債権の増減額（△は増加） △984 △392

仕入債務の増減額（△は減少） △26 45

その他 △644 △710

小計 △342 235

利息及び配当金の受取額 119 137

利息の支払額 △207 △187

法人税等の支払額 △56 △166

営業活動によるキャッシュ・フロー △487 18

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △674 △780

定期預金の払戻による収入 691 772

有形固定資産の取得による支出 △526 △266

有形固定資産の売却による収入 4 5

無形固定資産の取得による支出 △59 △17

投資有価証券の取得による支出 △5 △4

投資有価証券の売却及び償還による収入 － 17

貸付けによる支出 △44 △44

貸付金の回収による収入 4 4

その他 2 △18

投資活動によるキャッシュ・フロー △607 △331

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 118 93

長期借入れによる収入 14 51

長期借入金の返済による支出 △793 △511

社債の発行による収入 － 6,947

社債の償還による支出 － △7,000

配当金の支払額 △266 △266

少数株主への配当金の支払額 △1 △10

リース債務の返済による支出 △11 △9

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △938 △705

現金及び現金同等物に係る換算差額 4 13

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,028 △1,004

現金及び現金同等物の期首残高 8,547 6,797

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,519

※
 5,793
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

　適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

（四半期連結貸借対照表関係）

１．受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

受取手形割引高 16百万円 －百万円

　

２．偶発債務

　下記会社の銀行借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

㈱ワールド流通センター 466百万円 ㈱ワールド流通センター 440百万円

澁澤物流(上海)有限公司 9 澁澤物流(上海)有限公司 9

システム物流㈱ 18 システム物流㈱ 30

計 493 計 480

　

　　　※３．四半期連結会計期間末日満期手形

　  　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。　　　　　

　　　　　　

  　　なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

　　形が四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

受取手形 95百万円 86百万円

支払手形 3 16

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

現金及び預金勘定 5,492百万円 5,471百万円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △1,472 △1,678

容易に換金可能で、価値変動リスクの僅

少な短期投資
2,500 2,000

現金及び現金同等物 6,519 5,793
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 266 3.5平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 266 3.5平成25年３月31日平成25年６月28日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日　至 平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   　　　　　 （単位：百万円）　　

 

 
物流事業 不動産事業 合計

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）　

営業収益   　   

外部顧客に対する営業収益 12,054 1,692 13,746 － 13,746

セグメント間の内部営業収
益又は振替高

3 28 32 (32) －

計 12,058 1,720 13,778 (32) 13,746

　セグメント利益 357 754 1,112 (416) 696

（注１）セグメント利益の調整額△416百万円は、各セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用

は、主に各セグメントに帰属しない親会社本社の管理費であります。

（注２）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。　

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日　至 平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   　　　　　 （単位：百万円）　　

 

 
物流事業 不動産事業 合計

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）　

営業収益   　   

外部顧客に対する営業収益 12,034 1,542 13,577 － 13,577

セグメント間の内部営業収
益又は振替高

1 28 30 (30) －

計 12,036 1,570 13,607 (30) 13,577

　セグメント利益 316 729 1,045 (396) 649

（注１）セグメント利益の調整額△396百万円は、各セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用

は、主に各セグメントに帰属しない親会社本社の管理費であります。

（注２）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3円35銭 5円00銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 254 380

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 254 380

普通株式の期中平均株式数（千株） 76,035 76,032

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年８月14日

澁澤倉庫株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　秀之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 谷口　公一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている澁澤倉庫株式会社

の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、澁澤倉庫株式会社及び連結子会社の平成25年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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